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報  告  書 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条第１項の規定により、平成２４年度教育に関する事務の管理及び執行の状況の

点検及び評価等について、報告書を提出する。 

平成２５年１０月２８日 

西都市教育委員会 

委員長  橋 口 玄 郎 
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○自己点検・評価の考え方 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、平成２０年度から教育委員会の権限に属する事務の全てにおいて、その管理・執行状況について点
検及び評価を行うこととなった。 

西都市教育委員会としては、これまでも本市の教育の発展のために様々な事業に着手し、その効果等を踏まえて改革に取り組んできたところである。 

教育政策効果を把握し、必要性、効率性等の観点から自ら評価を行い、その結果を公表することは施策を的確に遂行するとともに住民に対する説明責任を果
たす上で重要であることから、法の趣旨にのっとり具体的な内容の評価・点検を行うこととした。 

○点検・評価について 

「教育委員会の活動」「教育委員会が管理・執行する事務」「教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務」の３つの項目に大分類した。 

項   目 点検・評価方法 

大項目１ 
教育委員会の活動 

教育委員会の会議の運営改善、保護者や地域住民への情報発信などを中項目とし、それぞれに小項目を設定
して点検・評価を行う。 

大項目２ 
教育委員会が管理・執行する事務 

西都市教育長に対する事務委任規則第２条の規定に基づき中項目を設定して点検・評価を行う。 

大項目３ 
教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務 

当初予算に計上された事務事業に対する実績、評価及び課題等を行い、その達成度を５段階評価とする。 
評価５ 達成度１００％ 
評価４ 達成度概ね８０％ 
評価３ 達成度概ね６０％ 
評価２ 達成度概ね４０％ 
評価１ 達成度２０％未満 

 

○評価委員会について 

「教育に関する事務の点検・評価委員会設置要綱」に基づき、委員３名を委嘱し、上記の点検・評価の結果について意見等を求め、その客観性及び透明性を
確保する。 

○公表について 

「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等報告書」を議会へ提出するとともに、市のホームページで公表する。 
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西都市教育委員会の自己点検・評価シート 

大項目 １ 教育委員会の活動 

中項目 小項目 点検・評価 

（１） 
教育委員会の会議
の運営改善 

① 
教育委員会会議の
開催回数 

定例会を毎月１回開催した。また、必要に応じ臨時会を７回開催した。上程議案は３５件であり、全件とも承認であった。 

② 
教育委員会会議の
運営上の工夫 

定例会において２か月後の定例会開催日時を決定し、全員出会できるよう調整した。また、会議の５日前までに資料を事前配付し
た。このことにより各委員が充分に内容把握の上、委員会での検討ができた。 

（２） 
教育委員会の会議
の公開、保護者や
地域住民への情報
発信 

① 
教育委員会会議の
傍聴者の状況 

傍聴希望の申し込みはなかった。 

② 
議事録の公開、広
報・公聴活動の状況 

教育委員会会議の議事録をホームページへ公開した。 

（３） 
教育委員会と事務
局との連携 

① 
教育委員会と事務
局との連携 

委員会の会議が事後承諾にならないように、事前に資料提供を受け、各委員が充分に内容把握の上、委員会での検討を行った。 
平成２４年度も、会議１週間前の情報提供が、概ね達成できた。 

（４） 
教育委員会と首長
部局の連携 

① 
教育委員会と首長
との意見交換会の
実施 

下記のとおり首長部局との連携を図った。 
・市長と教育委員３名が、県立高等学校活性化推進協議会において、意見交換を行った。 
・市長、副市長と教育長の調整会議を３回開催した。 

（５） 
教育委員の自己研
鑽 

① 
研修会への参加状
況 

下記のとおり研修を行った。 
・宮崎県市町村教育委員研究大会に４名参加 
・児湯教育委員会連絡協議会夏季研修会に４名参加 
・児湯教育委員会連絡協議会秋季研修会に全員参加 
・県主催市町村教育委員会新任委員研修会に２名参加 
・全国都市教育長協議会定期総会並びに研究大会に教育長が参加 
・九州都市教育長協議会研究大会に教育長が参加 
・宮崎県市町村教育長連絡協議会研修会に教育長が参加 
・教育委員自主研修に全員参加 
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（６） 
学校及び教育施設
に対する支援・条
件整備 

① 
学校訪問 

全ての小中学校（分校を含む）の学校訪問を実施し、教育課程及び学習指導、生徒指導について適切な指導助言を行うことができ
た。学校ごとに隔年で県教育委員会に支援を求め、県との合同訪問を行っており、２４年度は８校で実施した。 

② 
所管施設の訪問 

全校実施の学校訪問に併せて、学校施設の視察を行った。 

 

大項目 ２ 教育委員会が管理・執行する事務 

中項目 点検・評価 

（１） 
学校教育又は社会教育に関する一般方針の決定に
関すること 

平成２４年度教育基本方針並びに教育施策の内容を検討し、平成２５年度教育基本方針並びに教育施策を定めた。（３月
定例会） 

（２） 
学校その他の教育機関の設置及び廃止に関するこ
と 

２４年度中の設置・廃止はなかった。 

（３） 
教科内容及びその取扱いの一般方針の決定に関す
ること 

小中高一貫教育に伴う「さいと学」「セレクト国語」「セレクト算数」「英語活動」「英会話科」「英語表現科」の充実
を目指し、各学校の実態に応じた異校種間の乗り入れ授業の推進を図った。 

（４） 
教育委員会事務局及び学校その他の教育機関の職
員の任免に関すること 

平成２５年４月の人事異動に際し、市長部局からの職員の人事交流についての協議に対して承諾を行い、その結果が異動
に反映された。 

（５） 
県費負担に係る校長の任免及び人事並びに県費負
担に係る教職員の人事の内申に関すること 

平成２５年４月の人事異動に際し、県の人事異動方針をふまえ人事に関する内申を行い、概ねその意向が異動に反映され
た。 

（６） 
前２号に定めるもののほか、人事の一般方針及び
分限（本人の意に反する場合）又は懲戒に関する
こと 

教育委員会事務局の人事については、市長部局と交流を図るなど協議を行った。 
分限及び懲戒については市長部局の基準を準用している。 
県費負担教職員の人事については、県教育委員会にて対応している。 
分限及び懲戒については、市町村立学校職員の分限に関する条例及び市町村立学校職員の懲戒に関する条例により県教育
委員会にて対応している。 

（７） 
学校その他の教育機関の敷地の設定又は変更に関
すること 

一体型一貫教育校移行に伴い、三納中学校及び三財中学校の位置をそれぞれ三納小学校及び三財小学校の位置に変更した。
（施行日は、平成２５年４月１日） 
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中項目 点検・評価 

（８） 
教育委員会規則及び規程の制定及び改廃に関する
こと 

「西都市立学校管理規則」など規則３件の一部改正を行った。 

（９） 
教育予算その他議会の議決を経るべき議案に関す
ること 

下記のとおり原案の承認を行った。 
・９月補正予算  （８月定例会）    １件 
・９月補正予算  （９月臨時会）    １件 
・１２月補正予算（１１月定例会）     １件 
・１２月補正予算（１２月臨時会）    １件 
・３月補正予算  （２月定例会）    １件 
・新年度予算   （２月定例会）    １件 
・新年度補正予算 （３月臨時会）    １件 
・その他法改正等に伴う条例改正等の原案 ３件 

（10） 
教育委員会の所管に属する各種委員会委員の任命
又は委嘱に関すること 

下記のとおり委嘱又は任命した。 
・西都市学校給食共同調理場審議会委員の委嘱    （６月定例会） 
・西都市社会教育委員の委嘱            （６月定例会） 
・西都市公民館運営審議会委員の委嘱        （６月定例会） 
・西都市市立図書館協議会委員の任命        （６月定例会） 
・西都市立学校医・学校歯科医・学校薬剤師の委嘱  （３月定例会） 

（11） 
校長及び教職員の研修の一般方針の決定に関する
こと 

平成２４年度教育施策を検討する中で、教職員研修の充実に関する内容を定めた。 

（12） 
通学区域の設定又は変更に関すること 

平成２４年度中の設定・変更はなかった。 

（13） 
西都市文化財保護条例による文化財の指定及び解
除に関すること 

平成２４年度は指定候補２件（ナウマン象化石・毛抜形太刀）について、平成２４年４月定例教育委員会に建議、答申を
受け５月１日に告示した。 

（14） 
請願、陳情及び訴訟又は異議の申立てに関するこ
と 

２４年度中の訴訟・意義の申立てはなかった。 

（15） 
行政手続法及び西都市行政手続条例に基づく審査
基準及び処分基準の制定又は改廃に関すること 

２４年度中の制定・改廃はなかった。 
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大項目 ３ 教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務 

中項目 １ 学校教育の充実 

小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

(1) 
教育委員運営事業 

【目的】 
地方自治法において設置が義務付けられる教育委員会において、教育方
針の決定等を行うために必要な支援をすることを目的とする。 

【内容】 
1.教育委員会会議 

教育方針の決定、教育委員会事務局に関する議案等について、調査・
審議を行う。 
(1)定例教育委員会（毎月 1回）  
(2)臨時教育委員会（随時） 

2.学校訪問 
市内小中学校における教育課程、学習指導及び生徒指導等について、
教育委員より指導助言を計画的に行う。 

3.教育委員研修会・連合会総会等 
教育委員の資質向上、先進地情報の取得及び情報交換等を目的に会議、
研修会へ出席により教育行政に反映させる。 

【効果】 
定期的な教育委員会会議の開催により意思形成を円滑に進めることが
でき、また、教育委員の資質向上及び情報取得等を目的に委員が総会及
び研修会等に参加することにより、その成果を教育方針及び教育行政へ
反映することができる。 
 
 

【指標】教育委員会開催回数 １５回 
【平成２４年度当初予算額】 ２,５８９千円 

1.教育委員会会議 
・定例会   １２回（毎月１回） 
・臨時会    ７回（随時） 
・上程議案  ３０件（全件承認） 
・教育方針の決定 ３月定例会 

2.学校訪問 
 ・市主催   ８校 
 ・県市合同 ７校 
3.教育委員研修会・連合会総会等 
・宮崎県市町村教育委員研究大会に４名参加 
・児湯教育委員会連絡協議会総会に全員参加 
・児湯教育委員会連絡協議会夏季研修会に４名参加 
・児湯教育委員会連絡協議会秋季研修会に全員参加 
・教育委員自主研修（大分県豊後大野市）に全員参加 
・県主催市町村教育委員会新任委員研修会に２名参加 
・全国都市教育長協議会定期総会並びに研究大会に教育長が参加 
・九州都市教育長協議会研究大会に教育長が参加 
・宮崎県市町村教育長連絡協議会研修会に教育長が参加 
・宮崎県市町村教育委員会連合会総会に２名参加 
・市町村教育委員会委員長・教育長会議に２名参加 
・宮崎県都市教育長協議会に教育長が参加（４回） 
・宮崎県教育委員との意見交換会・情報交換会に２名参加 

【実績】教育委員会開催回数 １６回 
【平成２４年度決算額】 ２,５４２千円 

５ 

(2) 
事務局管理費 

【目的】 
諸ニーズに即した学校区再編、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に
基づく教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価など、教育の
充実及び教育委員会事務局の運営に資することを目的とする。 
【内容】 
1.教育長公務調整事務 
2.教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価事務 
3.学校再編に係る事務 
4.教育委員会表彰事務 
5.利付国債の管理事務 
6.奨学生等選考委員会による奨学生等の選考事務 
7.教育委員会マイクロバスの運行管理 
8.小中学校の文書送達及び回収業務 
【効果】 
教育委員会による教育方針を受けて生じる教育委員会事務局事務について、
学校教育及び社会教育の枠を超えたこの事業で行うことで、効率的に運営す
ることができる。 
【指標】 教育に関する事務の点検及び評価に係る委員会開催回数 １回 
【平成２４年度当初予算額】 ７,１９９千円 

 
 
 
1.教育長公務を教委定例課長会（月１回）時及び随時に調整 
2.教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価を９月に市議会に報告
し、１０月にホームページで公開 

3. 一体型一貫教育校移行に伴い、三納中学校及び三財中学校の位置をそれぞれ三
納小学校及び三財小学校の位置に変更した。（施行日は、平成２５年４月１日） 

4.小学生５名、中学生９名を教育委員会表彰 
5.利付国債の満期に伴う新規買付件数 １件 
6.奨学資金基金の新規貸付数 ３名 
7.教育委員会マイクロバス稼働日数 １４９日 
8.小中学校の文書送達及び回収業務を(社)西都市シルバー人材センターへ業務委
託し実施。 

 
 
 
【実績】 教育に関する事務の点検及び評価に係る委員会開催回数 ２回 
【平成２４年度決算額】 ５,９１５千円 

５ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

(3) 
教職員住宅管理事業 

【目的】 
教職員住宅の維持管理に要する経費。 

【内容】 
教職員住宅 33 戸の維持管理費。主なものは、修繕費、借地料など。 

【効果】 
ほとんどの教職員住宅が学校の近くにあり、緊急時に対応ができる。 

【平成２４年度当初予算額】 ３,３４９千円 

 
下記のとおり教職員住宅の維持管理を行った。 
・修繕件数   ２１件 
・敷地賃借件数  ７件 
・未入居戸数   ３戸 
 
【平成２４年度決算額】 ３,２８０千円 

５ 

(4) 
山村留学振興事業 

【目的】 
銀鏡地区における地域教育の振興及び地域の活性化を図ることを目的とす
る。 
【内容】 
1.山村留学制度実施事業に対する支援 
西都市山村留学制度実施事業補助金交付要綱に基づき、山村留学児童生徒が
銀鏡地区において生活することとなる家庭（里親）に対する委託料（留学児
童生徒が生活等行ううえで必要となる最低限の費用）、地域住民との交流経
費及び山村留学制度ＰＲ費等の一部について補助し、地域教育の振興及び地
域の活性化を図る。 
2.銀上小学校・銀鏡中学校に係る区域外就学児童生徒の通学に対する支援 
西都市立銀上小学校及び銀鏡中学校に係る区域外通学生に対する通学助成
金交付要綱に基づき、区域外通学する児童生徒の保護者の負担軽減を図る。 
【効果】 
地域教育の維持が可能となると伴に、地域活動の充実による地域活性化と地
域経済に対する効果が生じている。また、山村留学制度を銀鏡地区のＰＲツ
ールとすることにより、銀鏡地区の情報発信効果、更には高付加価値化を併
せて図ることができている。 
【指標】 山村留学児童生徒数（区域外就学児童生徒数） １３名（２名） 
【平成２４年度当初予算額】 ６,９８０千円 

 
 
 
 
下記のとおり山村留学に対する支援を行った。 
・奥日向銀上山村留学実行委員会に対し、里親経費や広報活動経費等を対象と
した補助金を交付した。 

・銀上小学校及び銀鏡中学校に係る区域外通学生の保護者の負担軽減を図るた
めの助成金は、対象者がいなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【実績】 山村留学児童生徒数（区域外就学児童生徒数） １５名（０名） 
【平成２４年度決算額】 ６,４９０千円 

５ 

(5) 
小学校管理事務費 

【目的】 
安全・安心で快適な教育環境を確保するため、学校施設設備の維持管理
を行う。 

【内容】 
主なものは以下のとおり 
・学校事務職員に関すること 
・施設維持管理に関すること 
・施設改修工事に関すること 
・学校一般備品に関すること 

【効果】 
学校施設設備等を適切に管理することで、児童生徒の安全・安心で快適
な教育環境を確保することができる。 

【指標】 小学校の耐震化率 ５０.０％ 
【平成２４年度当初予算額】 １３３,０３９千円 

 
下記のとおり小学校の学校施設設備の維持管理を行った。 
・市費事務職員数 ６名 
・委託件数   ２４件 
  警備、空調設備保守、環境整備作業、ＰＣＢ廃棄物処理ほか 
・工事件数   １１件 

三納小関係  ３件 図書室書架設置、職員室改修、渡り廊下設置ほか 
三財小関係  ６件 管理教室棟外壁塗装、自転車置き場設置ほか 
その他    ２件 屋根防水、給水管改修 

・備品購入件数 ２３件 
  児童用机椅子、拡大コピー機、ブラインド、プログラムタイマーほか 
 
【実績】 小学校の耐震化率 ５０.０％ 
【平成２４年度決算額】 １２８,６８３千円 

５ 
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(6) 
小学校教育振興事業 

【目的】 
小学校教育振興のため。 

【内容】 
主なものは以下のとおり 
・教材及び図書に関すること 
・特別支援教育に関すること 
・遠距離通学費補助に関すること 
・就学援助に関すること 

【効果】 
学校内での各種行事や授業を充実させるため、必要な教材や図書など整
備を行うことで、各学校で定めた教育目標の達成や児童生徒の学校生
活・授業の充実が図られ、学校教育が推進する。また、各法令の規定に
基づき補助及び扶助を行うことにより、児童生徒の保護者の負担軽減を
図り、義務教育の円滑な運営を図ることができる。 

【平成２４年度当初予算額】 ２５,６７０千円 

 
 
下記のとおり小学校の教育振興を図った。 
・備品購入件数 ７０件 
  教材備品、児童用図書、理科備品 
・遠距離通学補助交付児童数 ６０名 
  第２条第１号該当    ３７名（４km 以上） 
  第２条第３号該当    ２３名（指定する学校でバス利用） 
・就学援助児童数 １３３名 
  要保護      １名 
  準要保護   １０５名 
  特別支援    ２７名 
 
 
【平成２４年度決算額】 ２２,５９９千円 

５ 

(7) 
妻南小学校改築事業 

【目的】 
妻南小学校南校舎(3,627 ㎡)は、昭和３９年に建築された建物であり、耐力
度調査を行った結果、危険建物となったので、改築工事を行う。 
【内容】 
・平成２４年度に実施設計及び地質調査を行い、４か年の継続費として２４
年度～２７年度に改築工事を行う。 
・改築工事については、文科省補助で行い、防音併行工事の設計及び工事は、
防衛省補助で行う。 
24 年度 実施施設計委託料:29,900 千円、事務費:350 千円 
25 年度 工事費:425,900 千円、委託料: 1,300 千円、事務費他:1,754 千円 
26 年度 工事費:741,400 千円、委託料:16,500 千円、事務費他:7,637 千円 
27 年度 工事費:140,200 千円、委託料: 1,288 千円、事務費他:1,288 千円 
【効果】 
学校教育環境の充実。 
【平成２４年度当初予算額】 ３０,２５０千円 

 
 
下記のとおり妻南小学校の学校施設改築の設計を行った。 
・委託件数   ５件 
  敷地測量業務委託 

地盤調査業務委託 
実施設計業務委託 
防音平衡工事実施設計業務委託 
仮校舎地盤調査業務委託 

 
当初計画どおり事業執行ができた。入札による多額の執行残が生じたが、補正に
より執行額に減額した。 
 
 
【平成２４年度決算額】 １８,４３４千円 

５ 

(8) 
中学校管理事務費 

【目的】 
安全・安心で快適な教育環境を確保するため、学校施設設備の維持管理
を行う。 

【内容】 
主なものは以下のとおり 
・学校事務職員に関すること 
・施設維持管理に関すること 
・施設改修工事に関すること 
・学校一般備品に関すること 

【効果】 
学校施設設備等を適切に管理することで、児童生徒の安全・安心で快適
な教育環境を確保することができる。 

【指標】 中学校の耐震化率 ７８.９％ 
【平成２４年度当初予算額】 ９１,４２９千円 

 
 
 
下記のとおり中学校の学校施設設備の維持管理を行った。 
・市費事務職員数 ４名 
・委託件数   ２８件 
  警備、空調設備保守、環境整備作業ほか 
・工事件数    １件 

防音建具改修工事 
・備品購入件数 １９件 
  生徒用机椅子、自走式草刈機、掲示板、ブラインド暗幕ほか 
 
【実績】 中学校の耐震化率 ８４.２％ 
【平成２４年度決算額】 ８１,６５２千円 

５ 
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(9) 
中学校教育振興事業 

【目的】 
中学校教育振興のため。 

【内容】 
主なものは以下のとおり 
・教材及び図書に関すること 
・特別支援教育に関すること 
・遠距離通学費補助に関すること 
・就学援助に関すること 

【効果】 
学校内での各種行事や授業を充実させるため、必要な教材や図書など整
備を行うことで、各学校で定めた教育目標の達成や児童生徒の学校生
活・授業の充実が図られ、学校教育が推進する。また、各法令の規定に
基づき補助及び扶助を行うことにより、児童生徒の保護者の負担軽減を
図り、義務教育の円滑な運営を図ることができる。 

【平成２４年度当初予算額】 １９,１７９千円 

 
 
下記のとおり中学校の教育振興を図った。 
・備品購入件数 ４３件 

教材備品、児童用図書、理科備品 
・遠距離通学補助交付生徒数 ８名 
  第２条第２号該当    ８名（６km 以上） 
・就学援助生徒数 ８４名 
  要保護     ０名 
  準要保護   ７７名 
  特別支援    ７名 
 
 
 
【平成２４年度決算額】 １６,７７８千円 

５ 

(10) 
銀鏡中学校改修事業 

【目的】 
銀上小学校及び銀鏡中学校の小中一貫教育に伴い、平成２４年度より銀上小
学校が銀鏡中学校に移転し、同時に校舎の Is 値が 0.40 であるため、耐震改
修工事を行う。 
【内容】 
一般補強  ＝ 25,700 円／㎡ 
老朽化改修 ＝    0 円／㎡ 
       計  25,700 円／㎡ 
   1,095 ㎡ × 25,700 円／㎡ ＝ 28,141 千円 
        28,141 千円／2 ＝ 14,070 千円 補助額 
概算工事費 耐震改修工事    45,000 千円 
      仮設校舎工事        35,000 千円 
         計             80,000 千円 
【効果】 
学校教育環境の充実。 
【平成２４年度当初予算額】 ９４,５７０千円 

 
 
 
 
 
下記のとおり銀鏡中学校の学校施設改修を行った。 
・委託件数   ７件 
  測量設計監理ほか 
・工事件数  １２件 

建築改修工事、改良舗装工事、植栽フェンス工事ほか 
 
 
 
 
 
【平成２４年度決算額】 ８４,１０７千円 

５ 

(11) 
幼稚園奨励事業 

【目的】 
所得に応じた保護者の経済的負担の軽減と、公・私立幼稚園間の保護者
負担の格差是正を目的に、幼稚園の入園料及び保育料を軽減し、もって
幼稚園教育の振興に資する。 

【内容】 
文部科学大臣が裁定する補助金交付要綱に基づき、私立幼稚園（公立幼
稚園なし）に在園する満３歳以上の幼児の保護者で本市に居住する者に
対して保育料等を減免する当該幼稚園設置者へ補助金を交付する。補助
額は同一生計全員の市民税課税状況に応じ５段階に分けられ、各々年間
の限度額が設定されている。なお、保護者に対する補助限度額（文科省
通知）は年々微増傾向にある。また、平成１８年度より尐子化対策関連

 
 
 
 
下記のとおり幼稚園教育の振興を図った。 
・補助金交付幼稚園数  ７園 
・補助金交付園児数 ２２５名 
 
 
 
 

５ 
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として、小学校低学年に兄姉がいる世帯についても第２子以降の優遇措
置の対象とする条件緩和が追加された。 

【効果】 
文科省通知により増設された「多子軽減」については、保護者の第２子
以降の出産・子育て等に前向きになれることから尐子化対策の一助とな
ることが期待できる。また、毎年文科省により通知される保護者への年
間補助限度額を 100%本市にも反映することで、保護者の経済的負担の軽
減を図れることはもとより、転入してくる世帯にも幼稚園教育への振興
に資する本市をアピールすることが期待できる。 

【指標】 本市年間補助限度額÷文科省通知年間補助限度額＝１.００ 
【平成２４年度当初予算額】 ３１,７２０千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【実績】 本市年間補助限度額÷文科省通知年間補助限度額＝１.００  
【平成２４年度決算額】 ２７,４２９千円 

(12) 
教育振興事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
【目的】 

学校教育の内容の充実を図る事を目的とする。 
【内容】 

学校教育の充実を図るため、以下の事業を行う。 
・教育指導に関すること 
・就学指導に関すること 
・教育文化に関すること 
・教科用図書及び副読本に関すること 
・教職員の研修に関すること 
・市内中学校等における外国語指導助手（ALT）配置業務に関すること 

【効果】 
学校教育の充実に寄与する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【平成２４年度当初予算額】 １６,５３７千円 

市内小中学校の学校教育の充実を推進するため、以下の事業に取り組んだ。 
・市内全小中学校への学校訪問を実施し、教育課程及び学習指導、生徒指導につ
いて適切な指導助言等を行った。 

・地域との連携を図るため、全小中学校に学校評議員を委嘱し、評価と意見を聞
く機会を設けた。また、教育委員会としても各校長から学校経営についての説
明を受ける機会を設けるなどして、適正な学校経営についての指導助言等を行
った。 

・穂北小、三納小中を指定研究校とし、穂北小では道徳教育に関する授業公開や
研究発表を行った。 

・市主催の教職員研修（初任者研修、初赴任者研修、授業力 brush-up 研修等）を
企画実施、また県の主催する教職員研修へ積極的に参加させることで、指導力
の資質向上に努めた。 

・各学校では、学校訪問や各種研修会の成果を生かして、教科指導や生徒指導等
の研修会、授業研究会を行うことにより、指導上の課題解決に取り組むととも
に、教師の指導力の向上に努めた。 

・外国語指導助手（ALT）の業務委託を実施し、市内中学校へ配置することで、外
国語教育の充実を図った。 

・就学相談の実施、幼稚園、保育所等関係機関との連携を通し、就学前児童への
相談・観察等を行い、就学指導委員会を開催する中で、適切な就学指導を行っ
た。 

・教育支援センター「みつばルーム」の開級や指導員の相談活動を通して、不登
校児童生徒等問題を抱える子ども等の自立支援を行った。また、スクールアシ
スタント２名を学校に設置し、幅広い教育相談活動を行った。 

・教育文化祭を開催し、小中学生の豊かな人間性を養う機会とした。 
・社会科副読本「わたしたちの西都市」全面改訂を行い、25 年度以降の補助教材
として役立ててもらうことで教育の充実を図った。 

・各教科等部会、生徒指導推進協議会、人権教育推進協議会等への事業補助を行
い、学校教育・生徒指導等の充実を図った。 

・中学生による子ども議会を開催し、西都市への理解と愛情を育む機会とした。 
なお、上記のほか、指導主事による学校の支援等をとおして教育の充実に努めて
いる。子どもたちの学力については、伸びている点はあるが、まだ十分身に付い
ているとは言えない状況である。  
【平成２４年度決算額】 １５,４３６千円 

４ 
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(13) 
学校生活介助員事業 

【目的】 
学校生活介助員を派遣することで、小中学校に在学する障がい等を持つ
児童生徒が、支障なく安全に学校生活を送ることができることを目的と
する。 

【内容】 
介助が無くては学校生活において支障があると認められる児童生徒に
対し、学校内における身辺処理、移動、校外活動等の介助を行うための
学校生活介助員の派遣を行う。 

【効果】 
介助を行うことで、介助を必要とする児童正当の安全な学校生活が確保
できるとともに、学校及び教員の負担の軽減ができる。 

【平成２４年度当初予算額】 １８,７２０千円 

 
 
 
 
小学校５校、中学校１校の計６校２１名の児童生徒に対して１６名の学校生活介
助員を派遣し、介助を必要とする児童正当の安全な学校生活が確保できるととも
に、学校及び教員の負担の軽減ができた。 
 
 
 
 
【平成２４年度決算額】 １９,７２９千円 

５ 

(14) 
総合的な学習の時間等の学社
連携・融合支援事業 

【目的】 
地域の人々との交流や地域の文化や自然に触れる体験活動、児童生徒の
自主的な活動を通じて、児童生徒の郷土愛を深めるとともに、自発性や
探求心を育てる各学校の取組を充実させることを目的とする。 

【内容】 
総合的な学習の時間及び生活科等の時間に地域の方々を講師に招くな
どして、地域との連携や交流を取り入れた学習活動を支えるための報償
費や一般消耗品費を予算化し、各学校を支援する。 

【効果】 
児童生徒の探求心が育つとともに、地域の方を敬う気持ちや地域の自然
や文化を守っていこうとする心情と態度を育成できる。 

【平成２４年度当初予算額】 １,５８４千円 

 
 
 
小中学校に延べ９０名以上の講師を招聘し、地域の歴史や自然にふれるとともに、
伝統文化や農業、昔の遊びを体験するなど地域の方々との交流を通した学習活動
を支援できた。特に平成２４年度は伊東マンショ没後４００年の節目にあたって
おり、市内全小学校で講話等により伊東マンショの功績を学んだ。 
 
 
 
 
【平成２４年度決算額】 １,１４０千円 

５ 

(15) 
教育研究センター運営事業 

【目的】 
西都市独自の教育研究機関を設置し、教育に関する専門的、技術的事項
の研究及び教育関係職員の研修を行うことを目的とする。 

【内容】 
西都市の教育的課題を解決するために以下についての調査研究を行う。 
（１）教育に関する専門的、技術的事項の研究に関すること 
（２）教育関係職員の研修に関すること 
（３）研究結果の普及に関すること 
市内の各小中学校から１５名の研究員を委嘱し、毎月研究会を開催し、
市内全小中学校の教諭等が参加する研究発表会を年度末に開催する。 
また、その研究成果は県の研究機関の発表会でも発表を行う。 

【効果】 
市の教育課題等について、１５名の小中学校教諭等によって調査研究を
行い、各校での取組の参考となる研究成果を上げている。 
特に現在西都市独自で取り組んでいる一貫教育に関わる事業等の準
備・計画などにこの研究成果を活用し、教員の指導力向上が期待される。 

・研究員を「さいと学研究班」「英語教育研究班」「学力向上研究班」の３班に編
制し、毎月２回程度の研究会を開催し、調査研究を行った。 

・「さいと学研究班」では、デジタルコンテンツのさらなる充実を図ることを目的
としたアンケートを、西都市全教員を対象に実施したことにより、本年度研究
の方向性の焦点化を図ることができた。また、小学校では、高学年の子ども臼
太鼓踊りの動画コンテンツ、中学校では、ワークシート等のデジタル資料を加
え、デジタルコンテンツがさらに充実してきた。 

・「英語教育研究班」では、小学校英会話科における「読む・書く」活動の系統表
を作成し、それをもとに学習モデルを構築することができた。また、モデルに
基づいた授業研究会の実施により、「読む・書く」活動を授業レベルで共通理解
することができた。また、「小学生英語村体験研修」において、事前ミーティン
グを実施することにより、宮崎国際大学との連携が深まり、共通認識をもって
本市の６年生に英語でのコミュニケーションの場を提供することができた。 

・「学力向上研究班」では、算数・数学科の学力向上を目指すことを目的に、Web
学習単元評価システムと連動した「ジャンプアップ西都」を作成・活用したこ
とで、単元の評価に生かせるとともに、児童生徒の学習状況を把握でき、より

５ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

 
 
 
 
 
【平成２４年度当初予算額】 １,０２４千円 

個に応じた指導ができるようになった。また、小学校においては、児童による
自己評価を取り入れたことで、より主体的に学習に取り組む態度を育成するこ
とができた。 

・年度末には市教育研究センターの研究発表報告会を開催するとともに、県教育
研究機関研究発表大会において研究成果の発表を行った。 

【平成２４年度決算額】 ９６０千円 

(16) 
小中高一貫教育推進事業 

 
 
 
 
 
【目的】 

平成２０年度から開始している連携型一貫教育であり、小中高１２年間
の継続的計画的な指導により、西都の子ども達の郷土愛の育成や学力向
上を図ることを目的とする。 

【内容】 
小中高１２年間を通した教育活動を基盤に、西都市のことや生き方につ
いて学習する「さいと学」、小学校１年生から始める英語教育の「小学
校英語活動」「小学校英会話科」「中学校英語表現科」、総合的な学習の
時間を使って基礎学力の向上を目指す「セレクト算数」「セレクト国語」
を実施し、さらに教師の相互乗り入れや児童生徒の交流活動を行う。 

【効果】 
学校種間の接続・移行を円滑に行い、地域に自信と誇りを持ち、地域に
貢献する人材の育成と確かな学力の定着が期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【平成２４年度当初予算額】 １５,９２７千円 

連携型一貫教育を推進するため、以下の事業に取り組んだ。 
・小学校からの英語教育の充実に向けて、日本人非常勤講師３名を雇用し、小学
校へ配置することで、きめ細かな英語教育を行った。 

・宮崎国際大学との連携協定を締結し、小学校６年生全員を対象とした小学生英
語村体験研修を行い、国際理解と英語への興味関心を高めることができた。 

・小学 5･6 年生用及び中学生用副読本「さいと学」の増刷を行い、西都市の自然・
環境、歴史・伝統、産業・生活などの教育資源を有効に活用しながら学習し、
その特色や課題を理解するとともに、西都市とのかかわりの中で、自分を見つ
め直し、西都市の未来や自分についての生き方について考えることを通して、
生涯に渡ってふるさとを愛する心と態度を育てる「さいと学」教育の充実に努
めた。 

・英語検定については、小学校６年生、中学校２～３年生全員を対象として実施
した。実際の受検者は小学生３０７名、中学生６９２名で、小学生の児童英検
の正答率は８８.４％と高く、中学生は４９.６％の合格率であるが、過去３年
間合格率は上昇しており、特に準２級を受検した生徒が３６名もいるなど着実
に英語力が身に付いていることがうかがえる。 

・漢字検定については、小学校４～６年生、中学校１年生全員を対象として実施
した。実際の受検者は小学生９１１名、中学生３２１名で合格率はそれぞれ８
１.２％、３２.７％であった。小学生の合格率は高く、中学生は小学生時点で
合格している級数より上位級を受検した生徒が多かったこともあり、合格率が
低くなっている。 

・小中高一貫交流イベント「記紀の道を歩く」を実施し、小中高校児童生徒１５
３名の参加を得て異校種間交流を行い、一貫教育の機運の醸成を促進した。 

・妻高校「聖陵セミナー」が開催され、参加生徒の送迎を行う等の支援を行った
結果、妻中、穂北中、三納中の３年生８２名が参加、中高連携の一層の推進が
図られた。 

・教育先進地研修（秋田県大仙市）を小中学校合同で実施し、自校での公開授業
等による授業改善実践を行うなど学力向上に向けた連携が図られた。 

【平成２４年度決算額】 １３,６７３千円 

５ 

(17) 
学校保健管理費 

 
【目的】 

小中学校における児童生徒及び教職員の健康や保健衛生の保持・増進及
び学校体育による児童生徒の体力向上の増進や健全育成を目的とする。 

【内容】 
児童生徒及び教職員の健康診断、環境衛生検査、児童生徒等に対する保
健指導等を行うため、以下の事業を行う。 

小中学校の保健衛生等の保持・増進を推進するために、以下の事業を行った。 
・各学校に学校医及び学校薬剤師を委嘱し、児童生徒の健診を行うなど健康の保
持増進や学校環境の保健衛生の維持・向上に取り組んだ。 

・各学校に学校薬剤師を委嘱し、上下水、プール等の水質検査を行う等学校環境
の保健衛生の維持・向上に取り組んだ。 

・学校保健大会を開催し、教職員、PTA 等関係者約４００名の参加を得ての学校
保健に対する意識啓発に取り組んだ。 

５ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

・学校嘱託医、学校薬剤師に関すること 
・児童生徒及び教職員の健康診断等に関すること 
・就学時健診に関すること 
・災害共済給付金に関すること 
・準要保護児童生徒に係る医療扶助に関すること 
・その他学校の保健衛生に関すること 
学校体育の推進のため、以下の事業を行う。 
・小学校体育連盟の行う事業に対する補助等に関すること 
・中学校体育連盟の行う事業に対する補助等に関すること 

【効果】 
学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童生徒等の安
全の確保及び体力向上の増進や健全育成が図られる。 

 
 
 
 
 
 
【平成２４年度当初予算額】 ２３,４２９千円 

・就学時健診（対象者２７２名）を実施し、平成２５年度新入児童の健康状態等
の把握に努め、就学指導委員会につなげるなど適切な教育の機会の提供等に努
めた。 

・全教職員の健診を実施し、保健衛生上の教育環境の保持と労働安全衛生の確保
に努めた。 

・日本スポーツ振興センターの災害共済保険制度に加入し、児童生徒の学校管理
上の傷病に対する申請・給付を行った。 

 給付実績は、小学校１７２件 892,737 円、中学校２４０件 1,957,184 円であっ
た。 

・準要保護児童生徒の歯科治療に係る医療扶助を行った。 
 給付実績は、小学校１７件 114,110 円、中学校１件 1,570 円であった。 
学校体育による体育向上や健全育成のために、以下に対する補助を行い、児童生
徒の体力向上の増進や健全育成に努めた。 
・小学校体育連盟主催の水泳大会（164 名）、陸上記録会（6年生全員）の運営費
及び子ども臼太鼓踊り用ひもろぎの修繕費用補助 

・中学校体育連盟主催の県大会（、地区総合、県総合、地区秋季、県秋季：対象
者 908 名）及び九州大会（6種目、22 名）、全国大会（2種目、6名）出場に伴
う費用補助 

【平成２４年度決算額】 ２０,７０３千円 

(18) 
小学校保健管理事業 

【目的】 
小学校における学校保健及び学校安全の充実を目的とする。 

【内容】 
小学校の学校保健、学校安全の充実のため、以下の事業を行う。 
・小学校保健室備品及び消耗品購入 
・児童の各種検査（寄生虫、尿、脊柱側わん） 
・学校環境衛生指導（飲料水、プール水、ダニ検査等） 

【効果】 
小学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童の安全の
確保が図られる。 

【平成２４年度当初予算額】 ３,６８８千円 

 
小学校における学校保健及び学校安全の充実のために、以下の事業を行った。 
・各学校の飲料水及びプール水の水質検査、各所のダニ検査を行い、プール用の
消毒用薬品の配付を行った。併せて、学校薬剤師からの各教室・施設等につい
ての学校環境衛生指導を行った。 

・児童の各種検査を行った。実績は、尿検査１,８０１名、寄生虫検査８５４名、
脊柱側わん症検査３１４名であった。 

・保健室に必要な消耗品、医薬品及び備品を購入し、児童の応急処置等の資材提
供と保健室の充実を図った。 

 
【平成２４年度決算額】 ３,１５４千円 

５ 

(19) 
中学校保健管理事業 

【目的】 
中学校における学校保健及び学校安全の充実を目的とする。 

【内容】 
中学校の学校保健、学校安全の充実のため、以下の事業を行う。 
・中学校保健室備品及び消耗品購入 
・生徒の各種検査（尿、脊柱側わん、貧血） 
・学校環境衛生指導（飲料水、プール水、ダニ検査等） 

【効果】 
中学校における教育活動が安全な環境において実施され、生徒の安全の
確保が図られる。 

【平成２４年度当初予算額】 ２,５４０千円 

 
中学校における学校保健及び学校安全の充実のために、以下の事業を行った。 
・各学校の飲料水及びプール水の水質検査、各所のダニ検査を行い、プール用の
消毒用薬品の配付を行った。併せて、学校薬剤師からの各教室・施設等につい
ての学校環境衛生指導を行った。 

・生徒の各種検査を行った。実績は、尿検査８９４名、貧血検査４９１名、脊柱
側わん症検査２９２名であった。 

・保健室に必要な消耗品、医薬品及び備品を購入し、児童の応急処置等の資材提
供と保健室の充実を図った。 

 
【平成２４年度決算額】 １,９５８千円 

５ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

(20) 
給食センター管理費 

【目的】 
「学校給食衛生管理基準」に基づいた、安全でおいしい学校給食を欠か
さず提供することを目的とする。 

【内容】 
西都市内の小中学校の児童生徒への学校給食提供に必要な管理運営を
行う。 
銀鏡地区を除く小中学校には、共同調理場方式で給食センターから提供
している。銀鏡地区については、銀上小学校の調理室で調理を行い、親
子方式で銀鏡中学校にも提供している。 

【効果】 
安全でおいしい学校給食の提供を行うとともに、児童生徒の心身の健全
な発達と食に関する正しい理解と適切は判断力の養成が図られる。 

【平成２４年度当初予算額】９４,１０３千円 

・給食センターにおいては、管理部門以外の調理業務、配送業務等を民間委託し
て、より効果的、効率的な運営に努めており、給食提供計画日数である小学校１
９５日、中学校１９０日に対して、学校からの日々の要請に対応しながら、ほぼ
計画どおり提供できた。給食センターにおける 24 年度実績は、小学校 371,758
食、中学校 185,645 食、合計 557,403 食であった。 
・食物アレルギーの児童生徒に対して、学校・保護者との連携を図りながら起因
食材を除去した給食の提供により、個に応じた対応を行い、より安全・安心な
学校給食の提供ができた。実績は、小学校 457 食、中学校 91 食、合計 548 食で
あった。 

・銀鏡地区では、２学期までは銀上小学校、３学期からは銀鏡中学校において直
営での調理を行っており、一体型校となって以降も給食の提供を支障なく行う
ことができた。 

【平成２４年度決算額】 ９０,４２８千円 

５ 

(21) 
共同調理場運営審議会事業 

【目的】 
共同調理場の適正かつ円滑な運営に資することを目的とする。 

【内容】 
教育委員会の諮問に応じ、共同調理場の運営に関する重要な事項につい
て調査及び審議を行う。 

【効果】 
第３者機関である審議会の答申に基づき共同調理場の良好な運営がで
きる。 

【平成２４年度当初予算額】 ４５千円 

 
 
・平成２４年度中の諮問は行っていないため審議会の開催はなかった。 
・平成２３年１０月に受けた答申に沿って、「異物混入等に対するチェック体制の

強化」、「食物アレルギーへの適切な対応」、「地産地消の促進のための食材調達」、
「滞納給食費の解消に向けた取り組み」を学校と連携して行っている。 

 
 
【平成２４年度決算額】 ０千円 

５ 

(22) 
給食センター整備事業 

【目的】 
給食センター等学校給食施設における安全衛生上の維持整備を行うこ
とで、安全でおいしい学校給食を欠かさず提供することを目的とする。 

【内容】 
建設後２５年を経過し老朽化してきた給食センターの施設整備等を計
画的に行う。とともに銀鏡地区給食施設の維持整備を行う。 

【効果】 
安全でおいしい学校給食を安定的に提供できる。 

【平成２４年度当初予算額】 ３７,６３６千円 

 
 
計画に基づき、以下の整備等を行うことで安全でおいしい学校給食を安定的に提
供した。 
・給食センターボイラー更新工事（2機） 
・銀鏡中学校給食調理室改築工事 
 
 
【平成２４年度決算額】 ３４,２７６千円 

５ 
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中項目 ２ 生涯学習の推進 

小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

(1) 
社会教育総務費 

【目的】 
1.社会教育の総合的な推進を図るため、市民の生涯学習相談及び指導、各
種ボランティア団体及び社会教育関係団体の指導・養成等を強化する。 

2.豊かな人間性を養い、連帯意識や協調性に富んだ社会教育関係団体の育
成充実に努める。 

3.年齢や生活体験の異なる子どもたちが集団のなかで役割と責任を認識
し、自然体験や文化活動等、学校教育や家庭教育では得ることのできな
いものを提供する。 

4.青尐年の問題行動や非行を未然に防ぐとともに健全育成を推進するた
め、学校、家庭、地域、関係機関、関係団体等と連携を図りながら、地
域ぐるみの青尐年健全育成を目的とする。 

5.社会人としての自覚や責任、誇りを持たせ、西都市という故郷に想いは
せ、今までお世話になった方に感謝しつつ、社会参加を促進する。 

6.家庭教育はそれぞれの家庭の責任と判断に基づいて行うことが基本で
はあるが、家庭教育に自信が持てなくなった親も見受けられることから
家庭での教育について学ぶことのできる場の提供を行う。 

【内容】 
1.公民館に３名の社会教育指導員を配置し、（一人２地区担当）目的達成
のため具体的な活動を行う。 

2.社会教育関係団体に対しての活動助成及び助言を行う。 
3.青尐年健全育成事業として、ジュニアリーダー教室・子ども会リーダー
研修・市指定子ども会公開・子ども会インリーダー教室を行う。 

4.青尐年の指導相談・関係機関との連携・巡回指導報告のまとめ・青尐年
健全育成市民大会を開催する。青尐年育成センターに青尐年指導員をお
き、指導及び相談にあたる。また、青尐年指導委員（２０名）を総括す
る。 

5.成人式典を開催する。 
6.家庭における子どもの教育について、必要な知識を一定期間で、計画
的・継続的に学習する機会を提供する。 

【効果】 
1.社会環境の変化に対応し、心身ともに健康で潤いのある市民生活を醸成
していく。また、積極的な学習意欲を持たせ地域活動を行う。 

2.社会教育事業の推進母体とし様々な社会教育活動を行っている。 
3.学校や家庭では体験することのできない自然のなかでの遊びや子ども
会活動を通じて、自主性をもった行動や、協調性が培われ子どもの成長
に大きく寄与し、また、子どもの育成に関し、地域と一体となった育成
が推進できる。 

4.青尐年の非行防止と健全育成に効果がある。 
5.成人式に参加して、郷土愛を育み、家族等のつながりを感じ取ってもら
う。式典に参加し責任ある社会人を自覚する。 

6.同年代の子供を持つ親同士が、日常の出来事をはじめ、子ども達の様子
を語り合うことから、子どもを多角的な視野で観ることができ、子ども
への理解が深まり、いろいろな疑問や問題等への解決の糸口を得ること
で、子育てにゆとりを得ることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.社会教育指導員 
・地区高齢者教室、地区家庭教育学級、各地区自公連への指導・助言、生涯学
習の相談・指導 

2.社会教育関係団体活動補助 
・西都市子ども会育成連絡協議会 
・西都市ＰＴＡ協議会 
・西都市地域婦人連絡協議会 
・西都はにわ生活学校 
・遊びと文化のステーションハローキッズ 
・日本ボーイスカウト西都第１団   

3.青尐年教育 
・インリーダー教室         （１月～３月） 
・子ども会リーダー研修 （８月３日～８月５日） 
・ジュニアリーダー教室       （５月～３月） 
・県ジュニアリーダー研修会 （８月２４日～２６日） 
・指定子ども会公開    １２子ども会 

4.青尐年 
・青尐年健全育成市民大会       （７月７日） 
・青尐年指導委員による地域巡回指導 

5.成人式 
・新成人による成人式         （１月５日） 

6.家庭教育 
・幼児家庭教育学級     １学級 
・小中学校家庭教育学級  １４学級 

 
なお、成人式の新成人参加率及び家庭教育学級数は指標に達しなかった。 
 

４ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

【指標】 活動助成団体数 ６団体 
青尐年の体験事業参加小学生数（リーダー研修）７０人 
青尐年健全育成市民大会参加者 ４１５人 
式典の新成人参加率 ９０％ 
家庭教育学級数 １５団体 

【平成２４年度当初予算額】 １１,８８９千円 

【実績】 活動助成団体数 ６団体 
青尐年の体験事業参加小学生数（リーダー研修）５２人 
青尐年健全育成市民大会参加者 ４３８人 
式典の新成人参加率 ８２％ 
家庭教育学級数 １４団体 

【平成２４年度決算額】 １０,０３５千円 

(2) 
公民館活動事業 

【目的】 
社会教育法第 20 条(公民館は、住民のために、実際生活に即する教育、学術
及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、
情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的
とする）により、実施している。 
【内容】 
◎市公民館・各地区館講座の開催 
パソコン講座、水彩画講座など約 35 の講座を開設。 
◎高齢者教室(６地区)の開催 
地域における高齢者相互の意志疎通を図るとともに、健康で生きがいのある
人生を過ごせるよう、受講生の学習要求に応じたプログラムで実施するも
の。市内在住の 65 歳以上の男女が対象。 
◎このはな学園の開催 
69 歳以下の市民を対象に、学ぶ喜び、集う楽しさを知ってもらい、活き活き
と様々なことを学習できる場として、このはな学園を開催。 
【効果】 
多くの市民に学習の機会を提供できる。 
【指標】 市公民館・地区館講座受講者数 １,０００人 
【平成２４年度当初予算額】 ４,４５０千円 

 
 
1.市公民館・地区館講座の開設 
①市公民館講座数 
パソコン講座等１６講座（２６４名参加） 

②地区館講座数 
パソコン講座等２０講座（３４１名参加） 

2.高齢者教室の開設 
教室数 ６教室  総計１５２名参加  
妻地区３８名 穂北地区２６名 三納地区２６名 
都於郡地区１９名 三財地区２４名 東米良地区１９名  

3.このはな学園の開設 ２４名参加 
 
なお、西都市公民館及び地区館の講座受講者数は指標に達しなかった。 
 
 
 
【実績】 市公民館・地区館講座受講者数 ７８１人 
【平成２４年度決算額】 ３,９１７千円 

４ 

(3) 
公民館維持管理事業 

【目的】 
市公民館・各地区館・各学習等供用施設の維持管理を行う。 
【内容】 
◎市公民館の維持管理業務 
◎各地区館の維持管理業務 
◎各学習等供用施設(条例の５８館中、社会教育課所管５７館について)と銀
鏡集会所の維持管理業務 
【効果】 
使用に支障をきたさないような維持管理が可能となる。 
【指標】 修繕料 １,６８０千円 
【平成２４年度当初予算額】 １６,３８２千円 

 
 
管理施設 
①市公民館 
②穂北地区館・三納地区館・都於郡地区館・三財地区館・東米良地区館 
③学習等供用施設 ５７館、銀鏡集会所 

 
 
 
【実績】 修繕料 ３,８８３千円 
【平成２４年度決算額】 １７,３０６千円 

５ 

(4) 
自治公民館活動助成事業 

【目的】 
地域住民にとって、もっとも身近な存在として、また、生涯学習の活動の母
体として重要である自治公民館組織に対して、その活動の支援及び施設維持
のための補助金を交付する。 
【内容】 
◎各自治公民館活動への支援 
◎西都市自治公民館連絡協議会への支援 
◎自治公民館建設補助金制度の実施 
◎西都市特定騒音区域内自治公民館施設空調機器設置補助金 

◎各自治公民館活動への支援 
（活動報償金１館につき 30,000 円） 

◎西都市自治公民館連絡協議会への支援 
（市補助金 360,000 円） 

◎自治公民館建設補助金制度の実施 
（竹尾自治公民館トイレ等改修等補助 953,000 円） 
（並木自治公民館土間テラス改修補助 202,000 円） 

◎西都市特定騒音区域内自治公民館施設空調機器設置補助金） 
（石貫自治公民館 118,000 円、永野自治公民館 128,000 円） 

５ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

【効果】 
各自治公民館の活動支援と同時に組織として、各地区自治公民館連絡協議
会、その上部団体の西都市自治公民館連絡協議会の育成を行うことにより、
地域力の向上が図られる。 
 
【指標】 西都市自治公民館連絡協議会への加盟公民館数 １３２館 
【平成２４年度当初予算額】７,６８８千円 

 
 
 
 
 
【実績】 西都市自治公民館連絡協議会への加盟公民館数 １３２館 
【平成２４年度決算額】 ７,５７１千円 

(5) 
図書館管理事業 

【目的】 
生涯学習の中核施設としてさらなる住民サービスを提供していくため
施設の維持管理を行う。 

【内容】 
○情報化社会や市民ニーズに対応した図書館の整備充実及び施設の維持
管理                    

○図書館システムの活用                                                                                    
【効果】 

図書館システムの活用により、貸出・返却・問い合わせ等照会業務、利
用状況の把握等に迅速に対応することができる。また、図書資料の受
注・受入、蔵書点検等の効率化や、インターネットでの蔵書検索と情報
提供、宮崎県立図書館横断検索システムへの参加などが可能となる。 
図書館システムの運用により、図書館サービスの充実が図れ、ひいては
貸出冊数の増加や来館者の増加などの効果が期待できる。 

【指標】 貸出冊数 ７６,０００冊 
【平成２４年度当初予算額】 １,６６４千円 

 
 
 
 
図書館システムを活用し、図書館サービスの充実を図った。 
開館時間の拡大により、図書館サービスの充実を図った。 
 開館拡大利用人数：３,７８２人 
 
 
 
 
 
なお、貸出冊数は指標に達しなかった。 
 
【実績】 貸出冊数 ７２,９０７冊 
【平成２４年度決算額】 １,６６１千円 

４ 

(6) 
図書貸出事業 

【目的】 
市民の教育と文化の発展に寄与するため、文献や資料の収集・整理・保
存に努め、閲覧の場所を提供するとともに、市民の様々な学習活動を支
援する。 

【内容】 
○図書館資料の収集・整理・保存・提供                                                                                    
○貸出文庫 

【効果】 
図書館資料の充実を図ることで利用者の多様なニーズに応えることが
可能となり、調べ学習など生涯学習の拠点となりうる。 

【指標】 購入冊数（視聴覚資料含む） ３,５００点 
【平成２４年度当初予算額】 ５,０００千円 

 

図書の充実  (平成２５年３月３１日現在) 
蔵書数    ７０,４４９冊 
一般図書数 ４７,４８５冊 
児童図書数 ２２,９６４冊 

 
 
なお、空調工事により１ヶ月の休館をした事もあり図書購入冊数は指標に達しな
かった。 
 
【実績】 購入冊数（視聴覚資料含む） ２，９００点 
【平成２４年度決算額】 ４，９５６千円 

４ 

(7) 
読書推進事業 

【目的】 
本に親しめる環境づくりを図り、市民の読書意欲増進をめざす。 

【内容】 
○西都市小学生読書感想文コンクールの実施                                                                                    
○図書館まつりの開催 
○読み聞かせ講演会 
○ブックスタート・ブックフォロー 

読書人口の拡大 
（１）図書の展示 
（２）読書感想文コンクールの開催 
（３）貸出文庫 
（４）ブックスタート事業 
（５）ブックフォロー事業 
（６）絵本の読み聞かせ 

４ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

【効果】 
各種事業を行うことで、市民が図書館や本に親しみを持つことになり、
ひいては読書人口の増加につながる。 
また、読み聞かせ講演会を実施することで、読み聞かせを行うグループ
や個人を支援でき、市内各所で読み聞かせ活動がひろがり、読書推進に
効果が期待できる。 

【指標】 西都市小学生読書感想文コンクール 上限９０作品 
【平成２４年度当初予算額】 ５００千円 

（７）子ども読書の日イベントの開催 
（８）図書館まつりの開催 
（９）読み聞かせ講演会の開催 
 
なお、小学生読書感想文コンクールの応募作品数は指標に達しなかった。 
 
【実績】 西都市小学生読書感想文コンクール応募作品数 ６４作品 
【平成２４年度決算額】 ４６７千円 

(8) 
生涯学習推進事業 

【目的】 
生涯学習の推進を行う。 

【内容】 
◎生涯学習フェスティバルの開催 
◎市生涯学習さわやか出前講座の開催 
◎地域教育推進事業 
◎自治公民館共同体験活動事業 

【効果】 
生涯学習への参加人数の増が図られる。 

 
 
 
【指標】 生涯学習講座への参加者数 １,５００人 
【平成２４年度当初予算額】 ２,３６３千円 

◎生涯学習フェスティバルの開催 
（３月９日・１０日に開催。延べ参加者数 約 500 人） 

◎市生涯学習さわやか出前講座の開催 
（8講座 総参加者数 243 人） 

◎地域教育推進事業 
（妻地区 １１月２５日に開催 総参加者 117 人） 
※その他の地区については、地域づくり協議会の事業となる。 

◎自治公民館共同体験活動事業 
各地区各 1館で実施 
実施した 6館 
現王島自治公民館・上野自治公民館・九流水自治公民館 
筑後自治公民館・上金倉自治公民館・第 59 区自治公民館 

【実績】 生涯学習講座への参加者数 １，６４１人 
【平成２４年度決算額】 ２,１７４千円  

５ 

(9) 
青尐年研修施設管理運営事業 

【目的】 
宿泊体験を通じて、子ども達の自主性、協調性、忍耐力を養う場として
研修施設の管理運営を行う。 

【内容】 
勤労青尐年、児童生徒及び指導者に研修の場を提供する。 

【効果】 
施設利用を通じて、市内のスポーツ施設利用増や青尐年の自主性、協調
性、忍耐力を養い健全育成に寄与する。 

【指標】 宿泊者数 ３６０人 
【平成２４年度当初予算額】 ２,６２５千円 

 
 
 

スポーツ尐年団、中学校、高校及び専門学校のスポーツ部活動による施設利用 
 
なお、天候等の事情により宿泊キャンセルがあり、宿泊数が指標に達しなかった。 
 
 
【実績】 宿泊者数 ２８７人 
【平成２４年度決算額】 ２,５７２千円 

４ 
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中項目 ３ 市民文化の継承と創造 

小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

(1) 
文化財保存活用事業 

【目的】 
文化財の監視や委員会等、文化財の保存と活用に関連した事業を行う。 

【内容】 
○市内に所在する文化財の監視（年２回）や査察（文化財防火デー）、文
化財保存調査委員会（年２回）により貴重な文化財の指定を行う等保
存と活用を図る。 

○諸開発に伴う緊急発掘調査を行い、事業の調整に資する。 
【効果】 

文化財の監視や査察、指定を行うことにより、保存と活用が図られる。 
【指標】指定数 １件 
【平成２４年度当初予算額】 ２,１８６千円 

 
 
○文化財監視  

史跡等の監視 ８月、２月 
文化財査察 １月３０日 １回 
文化財保存調査委員会 ７月、２月 

○緊急発掘調査 個人住宅、携帯電話基地局建設に伴う確認調査 
 
 
【実績】指定 ２件（ナウマン象化石・毛抜形太刀）平成２４年５月１日 告示 
【平成２４年度決算額】 １,９１９千円 

５ 

(2) 
日向国府跡保存整備事業 

【目的】 
日向国府跡保存管理計画に基づき、発掘調査（確認調査）を行い、保存
整備を進める。 

【内容】 
日向国府跡指定地内について、遺構の特定及び保存整備データ蓄積のた
めの発掘調査（確認調査）を年次的に行う。本年度は、正殿及び東脇殿
の発掘調査を実施する。 

【効果】 
日向国府跡については、西都原古墳群及び周辺整備構想においても日向
国分寺跡・都於郡城跡同様観光の目玉として位置づけられており、日向
国府の保存と活用が図られれば、西都市の活性化に繋がる。 

【平成２４年度当初予算額】 ５,９６３千円 

 
 
・発掘調査（確認調査） 

調査期間 平成２４年５月～平成２５年３月 
調査面積 ５６４㎡ 
調査経費 ５,０００千円 
調査概要 調査の結果、西脇殿は南北２棟存在すること、南門の規模と構造、

築地塀の南西コーナー部分を確定することができ、国庁を把握する
上で大きな成果を得た。 

 
 
【平成２４年度決算額】 ５,８０９千円 

５ 

(3) 
文化財整備運用事業 

【目的】 
未指定文化財の調査や説明板の設置等文化財整備運用に関連した事業
を行う。また、埋蔵文化財管理作業所等の運営を行う。 

【内容】 
○未指定文化財を指定するための専門的な調査を依頼する。 
○史跡等の説明板を設置する。 
○埋蔵文化財管理作業所の運営を行う。 
○松本原・上ノ原遺跡の整理作業（市史編纂関連） 
○オガタマノキ保全処理を行う。 

【効果】 
未指定文化財の指定及び指定文化財の説明板を設置することで、文化財
の保存と活用が図れる。 

【平成２４年度当初予算額】 ３,９３２千円 

○説明板の設置 
円光院跡等  ３基 
２０７千円 

○埋蔵文化財管理作業所 
電気、ガス、水道、コピー・プロッターリース等 

○松本原・上ノ原遺跡の整理作業 
  賃金 １，３２２千円 
○オガタマノキ保全処理 

委託期間 平成２５年３月 
委託業者 服部樹木医事務所 
委託経費 ８２千円 

 
【平成２４年度決算額】 ３,６６５千円 

５ 

(4) 
文化財維持管理事業 

【目的】 
市内に所在する史跡をはじめ、文化財関係施設の維持管理を図る。 

【内容】 
国有古墳など日向国分寺跡・日向国府跡・西都原古墳群・都於郡城跡・
新田原古墳群等の史跡、木喰五智館・有楽椿の里・都於郡城跡のトイレ
等文化財関連施設の維持管理を委託して行う。 

 
・史跡の管理  

国有古墳・日向国分寺跡・日向国府跡・西都原古墳群・都於郡城跡・新田原古
墳群・穂北城跡等史跡  １１件 

・文化財関連施設の管理 
木喰五智館・有楽椿の里・都於郡城跡等のトイレ等 ５件 

５ 
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価 

【効果】 
史跡等の文化財及び関連施設の維持管理を行うことにより、活用が図れ
る。 

【平成２４年度当初予算額】 １０,１８６千円 

 
 
 
【平成２４年度決算額】 １０,２１９千円 

(5) 
都於郡城跡法面保存整備事業 

【目的】 
自然災害等により法面の崩落及び亀裂が生じていることから、年次的に
保護策を行う。また、城の性格や機能、保存整備データ蓄積のための発
掘調査も年次的に並行して実施し、これらを基にした保存整備を行う。 

【内容】 
○三ノ丸跡の北側法面について、ジオファイバー工法により保護工事を
行う。 

○発掘調査は、昨年度に継続して三ノ丸跡を行い、遺構・遺物等の遺存
状況を把握する。 

【効果】 
法面の保護により都於郡城跡の安定が図られ、発掘調査の成果を基に保
存整備が行われることにより、観光の目玉として、西都市の活性化に繋
がる。 

【平成２４年度当初予算額】 ２７,４０４千円 

○法面保護工事（法面設計測量含む） 
委託業者 ㈱九州土木設計コンサルタント 
委託期間 平成２４年７月～８月 
工事業者 ㈱伊達組 
工事期間 平成２４年１１月～平成２５年２月 
総 経 費 ２２，０００千円 

○発掘調査 
調査期間 平成２５年１月～３月 
調査面積 ２６５㎡ 
調査経費 ２，０００千円 
調査概要 調査の結果、三ノ丸跡西側では、これまでの曲輪のように柱穴群が

ないことを再確認し、違う機能を有していること等が判明した。 
 

【平成２４年度決算額】 ２４,０６８千円 

５ 

(6) 
市内遺跡発掘調査事業 

【目的】 
事業課で予定されている諸開発事業に伴う発掘調査を嘱託員を採用し
て実施する。また、市内各地から発掘調査等で出土した貴重な鉄器類の
腐食が著しいことから、保存処理を行い、永久保存をして、活用を図る。
さらに、市内の遺跡から出土した遺物の整理作業及び報告書作成補助等
を行う。 

【内容】 
○事業課において道路改良事業が予定されており、その事業に伴う発掘
調査は嘱託員（埋蔵文化財専門員）を採用して対応する。 

○鉄器類について、専門の業者に委託して防錆・恒久化等の保存処理を
行う。本年度は元地原地下式横穴・常心塚地下式横穴墓等から出土し
た鉄器類の保存処理を実施する。 

○遺物の整理を行い、報告書作成の補助的な作業を行う。 
【効果】 

発掘調査については、調査の専門員を補充することによって、事業が円
滑に進み、作業の効率化が図れる。 

【平成２４年度当初予算額】 ７,７７７千円 

 
 
○嘱託員（埋蔵文化財専門員） １名 

平成２４年４月～平成２５年３月 
○保存処理委託 

委託物件 元地原地下式横穴墓・常心塚地下式横穴墓等出土鉄器 ５７点 
委託業者 （財）元興寺文化財研究所 
委託期間 平成２４年４月～平成２５年３月 
委託料  ２，５８０千円 

○整理作業員 １名 
平成２４年４月～平成２５年３月 
市内の遺跡から出土した遺物の整理作業及び報告書作成補助等 
 
 
 
 

【平成２４年度決算額】 ６,５２５千円 

５ 

(7) 
日向国分寺跡保存整備事業 

【目的】 
平成２３年９月２１日付で国史跡として指定を受けており、平成２４年
度から国庫補助事業（買上げ事業）を導入して公有化を図り、日向国分
寺跡の保存と活用を行う。 

【内容】 
国指定地を平成２４年度から年次的に公有化を図る。 

【効果】 
公有化することにより、日向国分寺跡の保存が図られ、整備することに
より、観光の目玉として、西都市の活性化に繋がる。 

【平成２４年度当初予算額】 ４５,０１９千円 

 
 
・買上げの実施 

土地鑑定   平成２４年６月～７月  
物件調査   平成２４年６月～７月  
買上げ面積  １,８３８.２２㎡ 
事業費総額  ３１,５０５千円 

 
 
【平成２４年度決算額】 ３１,７２８千円 

５ 
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(8) 
伊東満所（マンショ）没後 400
年記念事業 

【目的】 
天正遣欧尐年使節の正使として、ローマ法王に謁見するという偉業を成
し遂げた伊東満所（マンショ）の功績を称え、後世に伝えることを目的
に、伊東満所（マンショ）没後 400 年記念事業を推進する。 

【内容】 
伊東満所（マンショ）没後 400 年記念事業を推進するため式典・イベン
ト等の事業を実施する。 

【効果】 
記念事業を通じて、郷土の偉人「伊東満所（マンショ）」の歴史的価値
を再認識することができる。その他、マンショブランドによる地域活性
化が見込める。 

 
 
 
 
【平成２４年度当初予算額】 ２４,６９９千円 

・式典の実施 
  平成２４年１１月１１日 
  都於郡城址まつりと合同で開催 
  同時に都於郡小・西海市北小学校との合唱（コラボレーション）を実施 
・イベントの実施 
  プレイベント（講演会・演奏会）平成２４年５月 
  記念講演会・演奏会 平成２４年１０月 
  西都市歴史民俗資料館「企画展」 平成２４年１１月 
  古地図で都於郡城跡を散策 平成２４年１１月 
  マンショ市民創作劇 平成２４年１１月 
  マンショ市民創作劇 県立芸術劇場公演（協讃） 平成２５年２月 
  「天正遣欧尐年使節」小中学生絵画・美術コンクール 平成２４年１１月 
  マンショを語る学習会 平成２４年５月～６月 
  マンショゆかりの地を巡るツアー（県内） 平成２４年６月 
  マンショゆかりの地を巡るツアー（天草・長崎） 平成２４年１１月 等 
【平成２４年度決算額】 ２７,５３０千円 

５ 

(9) 
文化振興事業 

【目的】 
市民の芸術文化振興を図るため、西都市総合文化祭等の西都市主催事業
の開催及び市内の芸術文化団体を支援する。 

【内容】 
西都市総合文化祭として美術展と芸能大会を開催し、美術品の出品者や
市内で活動する芸能団体の活動意欲の向上を図る。また、市内で活動す
る芸術文化団体の活動を支援するため、事業費補助を行い文化振興を進
めていく。 

【効果】 
市民の文化意識が向上することにより、心が安定し生活意欲が向上す
る。また、市民に発表と鑑賞の機会を提供することにより、参加した人
には更なる創造意欲の向上を、鑑賞した人には身近な地元の作品や芸能
に触れることにより芸術文化活動への参加を促す。 

【指標】 総合文化祭来館者数 １,３００人 
【平成２４年度当初予算額】 １,３６７千円 

 
 
西都市自主文化事業 
・西都市合唱祭             （３月２日）  
西都市総合文化祭 
・美術展  出展総数 １１８点（１０月１３日～２１日） 
・芸能大会               （１１月３日） 
芸術文化団体支援 

西都市文化連盟、西都市美術協会 
 
なお、総合文化祭の来館者数は指標に達しなかった。 
 
 
【実績】 総合文化祭来館者数 １,１８０人 
【平成２４年度決算額】 １,１７６千円 

４ 

(10) 
歴史民俗資料館管理運営事業 

【目的】 
文化遺産に対する市民の意識向上と理解を深めるために歴史民俗資料
の保存と展示の内容充実を図る。 

【内容】 
○歴史民俗資料館の管理運営 

○企画展の開催 
【効果】 

企画展を開催することにより、文化遺産に対する市民の意識向上と理解
が更に深められる。 

 
【平成２４年度当初予算額】 ３,９６９千円 

○歴史民俗資料館の管理運営 
収蔵庫ガス燻蒸・エレベーター保守点検・警備委託等 

○企画展「伊東満所（マンショ）天正遣欧尐年使節の足跡」 
―最初にローマを見てきた日本人―の開催 
展示内容 伊東マンショゆかりの資料、グーテンベルグ印刷機・測天儀・ロザ
リオ・古楽器・南蛮船の模型など 
期  間 平成２４年１１月６日（火）～１１月１８日（日） 
入館者数 大人２４７名 小人 ２３６名   合計４８３名 

企画展としては２週間の期間中に過去最高の４８３名が来館した。年間入館者は
２，４７４名となり、過去２番目の記録となった。 
【平成２４年度決算額】 ３,８９９千円 

５ 
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(11) 
市史編さん事業 

【目的】 
西都市の市史を編さんすることにより、郷土の歴史を記録し、市民に広
く理解してもらうとともに、魅力ある郷土の文化を後世に伝える。 

【内容】 
西都市史編さん基本計画に基づき、西都市関係資料の調査・収集・保存
に努め、委員会等を開催して執筆の準備を進める。 
○編さん委員会、編集委員会の開催。 
○西都市関係資料の調査・収集・保存 
○資料保管室の環境整備 

【効果】 
市史の発刉は、地域の歴史的経過を記録し、市民に広く理解してもらう
とともに、魅力ある郷土の文化を後世に伝える役割を果たす。また、市
関係の歴史資料を調査・収集・保存し、市の文化活動に活用できるよう
に整備する。 

【指標】 市史発刉 １,０００部 （平成２７年度刉行予定） 
【平成２４年度当初予算額】 １５,３２８千円 

○編さん委員会、編集委員会の開催 
・編さん委員会 ２回開催  

事業の進捗状況を報告し、執筆内容や事業全体の方向性について検討 
・編集委員会  ５回開催 

   執筆要領・凡例等の作成、執筆内容の検討 
○西都市関係資料の調査・収集・保存  
・上穂北村ふすま文書、妻線関係資料、西都市関係新聞記事、民俗資料等につい

て調査・収集・保存 
・未測量の古墳の測量調査 今年度茶臼原古墳の前方後円墳２基を実施 

○資料保管室の環境整備 
・害虫駆除のための燻蒸を実施（年１回） 
・カビ防止のための除加湿機能付空気清浄機２台の設置、 
・掃除機による埃の除去 

【実績】 平成２７年度発刉予定 
（２４年度は５年計画の２年目、資料調査及び執筆準備） 

【平成２４年度決算額】  １３,９９０ 千円 

５ 

(12) 
市民会館管理事業 

【目的】 
指定管理者による管理運営。 

【内容】 
平成２３年度からは指定管理者による管理運営となったが、市民の文
化、教養及び福祉の増進を図るため、引き続き会館としての役割を継続
する。ホール及び会議室等の貸し出し、文化事業の運営のためには、各
種保守点検を定期的に行い、利用者の利便性・安全性を確保しておく必
要がある。  

【効果】 
市民の文化芸術鑑賞や舞台発表など、文化交流の場としての環境確保が
図られる。 

【指標】 市民会館利用者数 ３５,０００人 
【平成２４年度当初予算額】 ３５,８１５千円 

 
西都市民会館文化事業（８事業） 
・影絵劇「まつぼっくり劇場」             （５月２０日） 
・いっこく堂＆ツートン青木スーパーライブ in 西都   （６月  １日） 
・第９回さいと尐年尐女芸能祭             （７月  ３日） 
・サマー・サウンズイン西都                       （７月１３日） 
・第１３回オカリナ＆太鼓コンサート          （９月  ３日） 
・第１回ロビーコンサート               （１２月５日） 
・森山良子コンサートツアー               （１月１９日） 
・サウンド・スクエア９                （２月 ３日） 
 
【実績】 市民会館利用者数 ３８,９１１人 
【平成２４年度決算額】 ３５,８０２千円 

５ 
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総 合 評 価 

「教育委員会の活動」については、教育委員会の付議事件等を事前に教育委員に配布することにより、活発な協議が行われました。また、学

校の現況を把握するための学校訪問や各種教育委員研修など積極的に参加しました。 

「教育委員会が管理・執行する事務」については、概ね執行しています。 

「教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務」については、概ね計画どおり執行しています。達成度が５に満たない事業は、前年度の

１３事業に対し８事業になり、改善されています。 

今後は、各事業の達成度が更に高まるよう、第４次西都市総合計画及び教育基本方針並びに教育施策に基づいて事業推進に鋭意努力します。 

 

 

点検・評価委員の意見 

平成２４年度に実施した教育委員会の権限に属する事務の執行の状況に関して点検・評価を行った結果、第４次西都市総合計画及び教育基本

方針並びに教育施策に基づく目標等については、概ね達成していると思います。 

「教育委員会の活動」については、前年度よりも活発な活動が行われています。 

「教育委員会が管理・執行する事務」については、変化に対応した事務手続きが確実に執行されています。 

「教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務」について、点検・評価委員の意見により表現等を一部見直した部分がありますが、概ね

達成されています。 

今後も、改善等に取り組んでいただき、教育行政が更に充実・発展することを期待します。 

 


